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宮城県告示第593号 

 公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成 16 年宮城県条例第 43 号）第７条の規定によ

り、公の施設の指定管理者から次のとおり変更の届出があった。 

令和８年８月18日 

宮城県知事 村 井 嘉 浩 

１ 公の施設の名称 

宮城県民間非営利活動プラザ 

２ 変更事項 

指定管理者の主たる事務所の所在地 
変 更 後 変 更 前 

仙台市宮城野区榴岡四丁目４－８川崎ビル301 仙台市宮城野区榴岡三丁目 11 番６号コーポラス

島田Ｂ－６ 
３ 届出年月日 

令和８年７月28日 
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宮城県告示第594号 

 宮城県薬物の濫用の防止に関する条例（平成 27 年宮城県条例第 69 号）第 13 条第１項の規定により、次

のとおり知事指定薬物を指定するので、同条第４項の規定により告示する。 

令和８年８月18日 

宮城県知事 村 井 嘉 浩 

１ 知事指定薬物の名称 

（１）（８Ｒ）－Ｎ, Ｎ－ジエチル－１－フェロセノイル－６－メチル－９, 10－ジデヒドロエルゴリン

－８－カルボキシアミド及びその塩類（通称名：１Ｆｅ－ＬＳＤ） 

（２）Ｎ－［２－（５－メトキシ－１Ｈ－インドール－３－イル）エチル］－２－メチルプロパン－１－

アミン及びその塩類（通称名：５－ＭｅＯ－ＮｉＢＴ、５－ＭｅＯ－ｉＢＴ） 

２ 指定の理由 

中枢神経系の興奮若しくは抑制又は幻覚の作用（当該作用の維持又は強化の作用を含む。）を有する蓋

然性が高く、かつ、人の身体に使用された場合に保健衛生上の危害が発生するおそれがあると認められる

ため。 

３ 指定の効力が生ずる日 

令和８年８月19日 
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宮城県告示第 595号 

建設業法（昭和24年法律第100号）第29条の２第１項の規定により、次の建設業の許可を取り消した。 

令和８年８月 18 日 

宮城県知事  村  井  嘉  浩

１ 許可を取り消した年月日 

令和８年８月 18 日 

２ 被処分者の商号又は名称等 

３ 処分の内容 

（１）処分

一般建設業許可の取消し

（２）取消範囲

建設業の営業の全部

４ 処分の原因となった事実 

被処分者の営業所の所在地を確知できず、令和８年６月２日付け宮城県告示第 445 号で告示した

が、同日から 30 日を経過しても被処分者から申出がなかった。 

商号又は名称及び 

代表者の氏名 
主たる営業所の所在地 

建設業許可番号 

（宮城県知事許可） 

合同会社ＫＯＧ 

大畑 和馬 

登米市迫町佐沼字下田中 42番２号 

パラシオ１番館 301 号室 

般―３ 

第 22675 号 

株式会社ＣｏｃｏＲｅｎｏ 

村上 浩一 
仙台市青葉区堤通雨宮町 12番 12 号 

般―４ 

第 22993 号 
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障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号）第 54 条第２項

の規定により、自立支援医療のうち精神通院医療を行う医療機関として次のとおり指定したので、同法第 69

条の規定により公告する。 

  令和８年８月 18日 

宮城県知事  村  井  嘉  浩   

薬局 

名称 所在地 指定年月日 

tumugu薬局 登米市迫町佐沼字大網 390番地 15 

アルテラスおおあみＣ棟 

令和８年８月１日 
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障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号）第 65 条の規

定により、次のとおり精神通院医療を行う医療機関として指定した指定自立支援医療機関の指定の辞退が

あったので、同法第 69条の規定により公告する。 

令和８年８月 18日 

宮城県知事  村  井  嘉  浩

薬局 

名称 所在地 廃止年月日 

ウエルシア薬局名取増田店 名取市増田字柳田５番地の１ 令和８年７月 31日 

tumugu薬局 登米市迫町佐沼字大網 390－15 

アルテラスおおあみＡ棟１ 

令和８年７月 31日 
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政府調達に関する協定の適用を受ける調達を、次のとおり一般競争入札に付す。

令和８年８月18日

宮城県知事 村 井 嘉 浩

１ 入札に付する事項

（１） 調達案件及び数量 捜査用カメラ賃貸借 １式

（２） 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書による。

（３） 履行期間 令和９年２月１日から令和14年１月31日まで

（４） 履行場所 宮城県警察本部刑事部捜査支援分析課

２ 入札に参加する者に必要な資格等に関する事項

（１） 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。

（２） 宮城県の物品調達等に係る競争入札参加業者登録簿に登録されている者又は開札時までに宮

城県の物品調達等に係る競争入札参加資格を取得した者であること。

（３） 平成12年３月31日以前に民事再生法（平成11年法律第225号）附則第２条による廃止前の和

議法（大正11年法律第72号）第12条第１項の規定による和議開始の申立てをしていない者であ

ること。

（４） 平成12年４月１日以後に民事再生法第21条第１項又は第２項の規定による再生手続開始の申

立てをしていない者又は申立てをなされていない者であること。ただし、同法第33条第１項の

再生手続開始の決定を受けた者が、その者に係る同法第174条第１項の再生計画認可の決定が

確定した場合にあっては、その者を再生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされ

なかった者とみなす。

（５） 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第１項又は第２項の規定による更生手続開始の

申立てをしていない者又は申立てをなされていない者（同法附則第２条の規定によりなお従前

の例によることとされる更生事件に係るものを含む。）であること。ただし、同法に基づく更

生手続開始の決定を受けた者がその者に係る更生計画認可の決定があった場合にあっては、そ

の者を更生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされなかった者とみなす。

（６） 宮城県から物品調達等に係る競争入札の参加資格制限の措置を受けている期間中の者でない

こと。

（７） 宮城県入札契約暴力団等排除要綱（平成20年11月１日施行）別表各号に規定する次のいずれ

にも該当しない者であること。

なお、入札に参加しようとする者の使用人が入札に参加しようとする者の業務として行った

行為は、入札に参加しようとする者の行為とみなす。

ア 入札に参加しようとする者の役員等（法人の場合は、非常勤を含む役員及び支配人並びに支

店又は営業所の代表者、その他の団体の場合は、法人の役員等と同様の責任を有する代表者及

び理事等、個人の場合は、その者並びに支配人及び営業所の代表者をいう。以下同じ。）が暴

力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「暴対法」という。）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）である場合、又は暴力団員が

経営に事実上参加していると認められるとき。

イ 入札に参加しようとする者又はその役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図

り、又は第三者に損害を加える目的をもって、暴対法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴

力団」という。）、暴力団員又は暴力団、暴力団員に協力し、関与する等これと関わりを持つ者

として、警察から通報があった者若しくは警察が確認した者（以下「暴力団関係者」という。）

の威力を利用するなどしていると認められるとき。

ウ 入札に参加しようとする者又はその役員等が、暴力団、暴力団員若しくは暴力団関係者（以

下「暴力団等」という。）又は暴力団等が経営若しくは運営に関与していると認められる法人
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等に対して、資金等を提供し、又は便宜を供与するなど積極的に暴力団の維持運営に協力し、

又は関与していると認められるとき。

エ 入札に参加しようとする者又はその役員等が、暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有

していると認められるとき。

オ 入札に参加しようとする者又はその役員等が、暴力団等であることを知りながら、これと取

引したり、又は不当に利用していると認められるとき。

（８） 令和８年９月１日（火）までに、発注者に対し別紙「機器等リスト」（納入しようとする機

器等を記載した一覧表）及び性能等に関する資料（製品カタログ等）を提出していること。

（９） 入札参加資格申請場所及び提出期限 宮城県の物品調達等に係る競争入札参加資格のない者

で入札を希望する者は、当県所定の物品調達等に係る競争入札参加業者登録申請書に必要事項

を記入の上、宮城県出納局契約課管理班（〒980-8570 宮城県仙台市青葉区本町三丁目８番１

号 電話022-211-3335）へ令和８年９月１日（火）午後５時までに提出すること。

３ 入札書の提出場所等

（１） 担当課

〒980-8410 宮城県仙台市青葉区本町三丁目８番１号

宮城県警察本部総務部会計課調度係（電話番号022-221-7171、内線2232）

（２） 入札説明書等の交付方法

この入札公告が掲載された物品等電子調達システムからダウンロードできる。

（３） 一般競争入札参加資格審査

入札を希望する者は、入札説明書に定めるところにより令和８年10月８日（木）までに必要

書類を作成の上提出し、参加資格の審査を受けなければならない。また、開札日までの間にお

いて、当該書類に関し説明を求められた場合は、これに応じなければならない。

（４） 入札書の提出期限

入札書を持参する場合は、（５）の開札の日時までとする。ただし、郵送による場合は、令

和８年10月21日（水）午後５時までに、調達案件名称及び開札日等を記載の上、配達証明付書

留郵便にて（１）あて必着のこと。提出期限を過ぎて提出された入札書は、いかなる事由があ

っても受理しない。

（５） 開札の日時及び場所

ア 日時 令和８年10月22日（木）午前９時30分

イ 場所 宮城県仙台市青葉区本町三丁目８番１号 宮城県警察本部庁舎地下１階入札室

４ 入札に参加することができない者

２に定める資格を有しない者及び３の（３）における審査により資格を有しないとされた者

５ その他

（１） 契約手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。

（２） 入札保証金 財務規則（昭和39年宮城県規則第７号）第98条第１項第３号の規定により、免

除とする。ただし、入札に参加しようとする者が契約を締結しないこととなるおそれがあると

認めるときは、同第97条の入札保証金又はこれに代える担保の納付を求めることがある。

（３） 契約保証金 財務規則（昭和39年宮城県規則第７号）第113条及び第114条の規定による。

（４） 入札の無効 本公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札及び入札者

に求められる義務を履行しなかった者のした入札は、無効とする。

（５） 入札金額の記載方法 入札書に記載する金額は、契約期間全体の賃貸借料の総額を記載する

こと。また、契約金額は、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する消費税

及び地方消費税の額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金

額。以下同じ。）を加えた金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税業者

であるか免税業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額を
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入札書に記載すること。

（６） 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落

札者とする。

（７） 契約書作成の要否 要

（８） この契約は、電子契約を選択することができる。

（９） この入札に係る調達案件は、地方自治法第234条の３の規定による長期継続契約対象業務と

して複数年度に渡る履行期間の契約締結を行う。この入札に係る調達案件について翌年度以降

の歳出予算が不成立となった時は、契約書の定めにより契約を解除する。

（10） 詳細は入札説明書による。

６ 概要

Summary

1. Place and deadline for submitting bid form
Supplies Section, Accounting Division, General Affairs Department, Miyagi Prefectural Police
Headquarters
October 21, 2026, 5:00 p.m.

2. Item/Service Required
Lease of Camera for Investigation - 1 set

3. Date and Place of Bid Selection:
Bidding Room, Miyagi Prefectural Police Headquarters
October 22, 2026, 09:30 a.m.

4. Contact
Supplies Section, Accounting Division, General Affairs Department, Miyagi
Prefectural Police Headquarters
3-8-1 Honcho, Aoba-ku, Sendai, Miyagi 980-8410 Japan
Tel. 022-221-7171 Ext. 2232
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宮城県公安委員会告示第78号

遺失物法（平成18年法律第73号）第17条及び遺失物法施行令（平成19年政令第21号）第５条第５号

に規定する特例施設占有者として、次の者を令和８年８月５日に指定したので、遺失物法施行規則（平

成19年国家公安委員会規則第６号）第28条第４項の規定により公示する。

令和８年８月18日

宮城県公安委員会委員長 及川 雄介

１ 特例施設占有者に指定した者

仙台市青葉区中央四丁目１番１号

株式会社エンドーチェーン

代表取締役社長 遠藤 大樹

２ 施設の名称及び所在地

仙台駅前イービーンズ

仙台市青葉区中央四丁目１番１号
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